

















































る。一方で、2016 年 4 月の農地法改正にともない、2017 年度から遊休農地の課税を強化する
こととした 1）。
　このように、「アメとムチ」の施策によって少しずつ耕作放棄地の解消がみられるものの、
『2012 年度食料・農業・農村白書』（農林水産省）によれば、全国の耕作放棄地が 39 万 6 千 ha
（2010 年）であるのに対し、再生利用された荒廃農地の面積は 12,153ha（2011 年）にとどまっ
ており、抜本的な解決には至っていないと考えざるを得ない。
　他方、農業の新たなスタイルとして 6 次産業が注目されている。農業（農林漁業）の 6 次産






































昇する傾向を明らかにし、1970 年代より 1980 年代後半の方がより顕著であると指摘した。高































































山（2013）は、岩手県 S 町を例に、PPP の考え方に基づいて、地域の中に産業の枠を超えて
農産物直売所（産直）を核としたバリューチェーンを形成しようとするモデル的取り組みに着
目している。一方、高峰・吉本（2015）は、熊本県 JA あしきたが中心となって、農商工連携








































　2015 年の人口は 14,207 人（国勢調査）で、ピーク時の 1950 年（25,726 人）から 44.8% 減少し
ている（図 2）。今後も人口減少は進み、2045 年には、2015 年の半分以下の 6,975 人まで減少す
ると推計されている。また、2015 年の老年人口比率は 37.2% で、全国や山形県の水準と比べて




　一方、農地の状況について、表 1 は全国と山形県、遊佐町における耕作放棄地率 3）の推移を
示したものである。これをみると、2005 年に 6.3% だった遊佐町の耕作放棄地率は、2015 年に
は 14.6% に上昇している。傾向として、遊佐町では全国や山形県に比して耕作放棄地率が高く ,
資料：1950 年～ 2015 年は国勢調査、2020 年～ 2045 年は国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計」
図 2　遊佐町の人口推移
資料：1970 年～ 2015 年は国勢調査、2020 年～ 2045 年は国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計」
図 3　老年人口比率の推移
3） 計算式は以下のとおりである。（総農家の耕作放棄地面積 + 土地持ち非農家の耕作放棄地面積）÷（総農




　次に、農業人口について、表 2 は全国と山形県、遊佐町における基幹的農業従事者数 4）の推
移を示したものである。遊佐町の基幹的農業従事者数は、2005 年の 1,415 人から 2015 年には
562 人に減少しており、全国や山形県よりもはるかに高い減少率（－60.3%）を示している 5）。
　また、遊佐町の基幹的農業従事者に占める高齢者の割合をみると（表3）、2005年から2015年 




























































9） 山形県の焼酎の製成数量（連続式蒸留と単式蒸留の合計）は、全国の 0.01% に満たない（国税庁統計年




































たことから、2010 年度は 2,264 本の芋焼酎を
製造することができた。そして、地主と正式に 10 年間の賃貸契約を結び、賃貸料も支払うこ
ととした。2020 年には 2 度目の 10 年間の賃貸契約を結び、今日に至っている（写真 2）。














ページや Facebook で参加者を募集したり、T 氏が電話などで個人的に呼びかけたりして集め
写真 2   耕作放棄地を活用したサツマイモ栽培
筆者撮影（2020 年 9 月 4 日）
12） 製造本数のデータは、遊佐ブランド推進協議会の提供資料による。以下も同様である。
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Development of Local Specialty Products 
as a Measure for Utilization of Abandoned 




　The citizens of Yuza Town, Yamagata Prefecture, grow sweet 
potatoes on abandoned farmland and process them into sweet 
potato Shochu for sale. This article discusses how the production of 
sweet potato Shochu began and the distribution and sales system 
were developed.
　The increasing levels of abandoned agricultural land in Yuza 
Town was considered problematic by the town’s Agricultural 
Commission. To utilize these abandoned farms, the council decided 
to grow and sell sweet potato on them. Consequently, the Yuza 
Brand Association, an external organization of Yuza Town, sought 
to develop new local specialty products. In 2009, the "Yuza Town's 
Special Shochu Project" was launched.
　The harvested sweet potatoes were purchased from AKITAKEN-
HAKKO KOGYO Co., Ltd. at the request of Yuza Brand Association 
to produce sweet potato Shochu. All the manufactured Shochu 
was purchased in bulk by Yamagata Sake Service Co., allowing the 
retailers in Yuza Town to buy and sell individually. This system 
is strictly regulated by the Liquor Tax Law. To maintain this, the 
Yuza Brand Association, AKITAKENHAKKO KOGYO Co., Ltd., 
and Yamagata Sake Service Co. have an agreement.
　The profits are distributed to AKITAKENHAKKO KOGYO 
Co., Ltd., Yamagata Sake Service Co., and individual retailers, 
while the Yuza Brand Association makes no profit. The objective 
of the Yuza Brand Association is to use the sweet potato Shochu 
to help improve the image of Yuza Town and encourage regional 
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development. These efforts are noteworthy as a model for 
simultaneously developing abandoned farmland and promoting the 
sixth industrialization.
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